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貯
蔵
容
量
の
拡
大
、
（3）
プ
ル
ト

ニ
ウ
ム
在
庫
量
の
削
減
計
画
の

明
示
、
（4）
第
三
者
に
よ
る
総
合

評
価
の
４
点
を
挙
げ
て
い
た
。

　

鈴
木
氏
は
２
０
１
２
年
に
原

子
力
委
員
会
委
員
長
代
理
と
し

て
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
政
策
の
選

択
肢
に
つ
い
て
取
り
ま
と
め
て

お
り
、
当
時
は
直
接
処
分
と
再

処
理
の
併
存
が
政
策
変
更
コ
ス

ト
を
含
め
た
諸
条
件
で
有
利
と

提
示
さ
れ
た
。

　

も
ん
じ
ゅ
廃
炉
が
現
実
と

な
っ
た
い
ま
、
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

削
減
を
考
え
れ
ば
再
処
理
工
場

が
稼
働
す
る
可
能
性
は
ゼ
ロ
に

近
い
。
県
や
県
民
は
そ
れ
を
前

提
に
将
来
の
論
議
を
急
ぐ
べ
き

だ
。

（
７
月
15
日
に
鈴
木
氏
の
講
演

会
が
八
戸
市
で
開
催
さ
れ
る
）

　

問
題
は
複
合
的
だ
が
、
５
つ

に
絞
っ
て
考
え
て
み
る
。
①
余

剰
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
、
②
使
用
済

み
燃
料
（
核
の
ゴ
ミ
）
と
最
終

処
分
場
、
③
再
処
理
中
止
・
原

発
廃
炉
に
よ
り
施
設
と
使
用
済

み
燃
料
が
負
債
に
な
る
問
題
、

④
立
地
地
域
対
策
と
六
ヶ
所
の

使
用
済
み
燃
料
返
送
覚
書
、
⑤

将
来
世
代
に
対
す
る
責
任
。

　

い
ず
れ
も
福
島
以
前
か
ら
指

摘
さ
れ
て
き
た
問
題
で
、
順
に

考
え
て
い
け
ば
、
脱
原
発
＋
再

処
理
中
止
＋
暫
定
保
管
・
直
接

処
分
＋
立
地
地
域
へ
の
補
償
・

支
援
と
い
う
選
択
肢
に
辿
り
着
く

は
ず
だ
が
、
現
実
に
は
政
策
転
換

が
検
討
さ
れ
る
気
配
す
ら
な
い
。

　

④
が
全
体
を
縛
っ
て
い
る
が
、

再
処
理
機
構
と
の
覚
書
に
も
「
施

設
外
へ
の
搬
出
を
含
め
速
や
か
に

必
要
か
つ
適
切
な
措
置
を
講
ず

る
」
と
あ
る
だ
け
で
、
原
発
に
必

ず
返
送
す
る
と
は
書
か
れ
て
い
な

い
。
河
合
弘
之
弁
護
士
は
「
事
情

変
更
の
原
則
」
に
よ
り
約
束
は
失

効
し
た
と
考
え
る
べ
き
と
提
案
し

て
い
る
（
同
氏
Ｈ
Ｐ
に
掲
載
）。

　

最
終
処
分
場
は
、
学
術
会
議
の

提
言
「
50
年
間
の
暫
定
保
管
と
30

年
以
内
の
合
意
形
成
」
が
採
用
さ

れ
た
と
し
て
も
解
決
は
難
し
く
、

政
府
の
有
望
地
マ
ッ
プ
提
示
方
式

で
は
す
ぐ
に
頓
挫
す
る
で
あ
ろ

う
。事
故
の
危
険
性
を
除
い
て
も
、

②
と
⑤
は
原
発
・
核
燃
が
倫
理
的

に
存
立
し
得
な
い
最
大
の
論
拠
で

あ
る
。

　

２
月
に
開
催
さ
れ
た
「
日
米
原

子
力
協
力
協
定
と
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム

政
策
国
際
会
議
」
の
有
志
声
明
で

も
、
日
中
韓
へ
の
再
処
理
モ
ラ
ト

リ
ア
ム
と
六
ヶ
所
稼
働
無
期
限
延

期
が
提
言
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
一

人
で
あ
る
鈴
木
達
治
郎
氏
（
長
崎

大
学
核
兵
器
廃
絶
研
究
セ
ン
タ
ー

長
）
は
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
・
全

量
再
処
理
の
行
き
詰
ま
り
を
打
破

す
る
改
革
と
し
て
、
（1）
使
用
済

み
燃
料
の
直
接
処
分
を
可
能
に
す

る
、
（2）
中
間
貯
蔵
と
し
て
の
乾
式

も
ん
じ
ゅ
廃
炉
後
の
核
燃
料
サ
イ
ク
ル　

　
政
策
転
換
の
転
機
は
い
つ
ど
こ
に
？

︵
環
境
部
員　

久
芳
康
朗
︶

　

皆
さ
ん
こ
ん
に
ち
は
。
青
森

市
勝
田
で
会
計
事
務
所
を
経
営

し
て
い
る
、
公
認
会
計
士
・
税

理
士
の
西
谷
俊
広
で
す
。

　

今
回
も
引
き
続
き
、
税
務
調

査
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
お
話

し
し
ま
す
。
テ
ー
マ
は
収
入
で

す
。

○
未
収
入
金
の
計
上
漏
れ

　

収
入
の
漏
れ
と
し
て
は
、
２

か
月
遅
れ
で
入
金
さ
れ
る
診
療

報
酬
の
未
収
計
上
を
失
念
す
る

ケ
ー
ス
が
よ
く
あ
り
ま
す
。
診

療
を
行
っ
た
も
の
に
つ
い
て

は
、
入
金
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず

収
入
計
上
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。
労
災
や
自
賠
責
は
、
事
故
や

損
害
の
調
査
の
結
果
待
ち
等
で
入

金
が
さ
ら
に
遅
い
こ
と
も
あ
る
の

で
、
収
入
計
上
を
失
念
す
る
ケ
ー

ス
が
あ
り
ま
す
。

○
自
由
診
療
報
酬
の
計
上
漏
れ

　

自
由
診
療
に
つ
い
て
は
窓
口
で

の
直
接
の
現
金
授
受
と
な
る
の

で
、
間
違
い
が
生
じ
や
す
く
、
税

務
調
査
で
も
重
点
的
な
調
査
項
目

と
な
り
ま
す
。

○
歯
科
矯
正
料
の
収
入
す
べ
き
時

期
　

歯
科
矯
正
料
の
収
入
す
べ
き
時

期
に
つ
い
て
は
、
通
常
は
装
置
の

装
着
時
点
が
売
上
の
計
上
時
期
と

な
り
ま
す
。
歯
科
矯
正
は
、
装
置

の
代
金
、
装
着
料
の
他
に
矯
正
治

療
の
全
期
間
を
通
じ
た
基
本
料
金

が
か
か
る
こ
と
か
ら
、
ど
の
時
点

で
売
上
に
計
上
す
る
べ
き
か
の
問

分
を
免
除
し
た
場
合
で
も
収
入
計

上
が
必
要
で
す
。
会
計
処
理
と
し

て
は
収
入
と
費
用
を
両
建
て
す
る

の
は
接
待
交
際
費
と
な
り
ま
す
。

○
自
賠
責
、
生
命
保
険
審
査
料
に

つ
い
て
の
計
上
漏
れ

　

自
賠
責
や
生
命
保
険
の
審
査
料

に
つ
い
て
は
希
望
す
る
口
座
へ
の

振
り
込
み
と
な
る
の
で
、
事
業
用

の
口
座
以
外
へ
振
り
込
ま
れ
る
と

収
入
計
上
を
失
念
し
が
ち
で
す
。

税
務
署
は
金
融
機
関
に
対
し
て
口

座
の
履
歴
を
照
会
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
の
で
、
そ
れ
で
計
上
漏
れ

題
が
か
つ
て
よ
り

あ
り
ま
し
た
。
国

税
庁
の
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
「
歯

列
矯
正
料
の
収
入

す
べ
き
時
期
」
の

質
疑
応
答
事
例
が

掲
載
さ
れ
て
い
ま

す
。

○
患
者
負
担
金
の

免
除

　

ク
リ
ニ
ッ
ク
の

関
係
者
を
診
療
し

た
際
に
、
万
一
、

患
者
自
己
負
担

こ
と
に
な
り
ま

す
。
ド
ク
タ
ー

本
人
、
及
び
そ

の
家
族
に
対
す

る
も
の
は
家
事

関
連
費
、
従
業

員
に
対
す
る
も

の
は
福
利
厚
生

費
、
友
人
や
知

人
に
対
す
る
も

西谷俊広（にしやとしひろ）。公

認会計士、税理士。昭和 43 年

青森市生まれ。函館ラサール高

校卒、東京外国語大学英米科卒、

監査法人トーマツ勤務、国際協

力銀行勤務を経て平成 13 年に

帰青。三浦公武税理士事務所、

西谷律男税理士事務所、阿部陽

筆 者 紹 介

一税理士事務所を継承し現在に至る。平成 28年 6月よ

り、みちのく銀行社外取締役（現任）。

【今月のテーマ】
税務調査のポイント　その３

が
判
明
す
る
場

合
が
あ
り
ま

す
。

○
雑
収
入
の
計

上
漏
れ

　

自
動
販
売
機

や
公
衆
電
話
等

の
収
入
も
失
念

し
や
す
い
項
目

で
す
。

○
租
税
特
別
措
置
法
26
条

と
の
関
係

　

措
置
法
26
条
は
保
険
診

療
報
酬
が
５
０
０
０
万
円

以
下
で
、
か
つ
収
入
金
額

が
７
０
０
０
万
円
以
下
の
場
合
に

適
用
さ
れ
ま
す
。
保
険
診
療
報
酬

や
収
入
金
額
が
そ
の
近
辺
の
場

合
、
税
務
調
査
で
は
重
点
的
に
収

入
を
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。未
収
計
上
が
発
覚
し
て
、

そ
の
報
酬
を
加
え
た
結
果
、
保

険
診
療
報
酬
が
５
０
０
０
万

円
、
も
し
く
は
収
入
金
額
が

７
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

は
措
置
法
の
適
用
が
で
き
な
く

な
り
ま
す
。


